
令和７年度 第２回北海道医療勤務環境改善支援センター 

運営協議会 議事録 

日時：令和８年（ 2026 年）２月９日 18:00～ 

  場所：TKP 札幌ビジネスセンター赤レンガ前５階５G  

 

１．開会  

【事務局】 

皆様よろしいでしょうか。 

お時間になりましたので、ただいまから始めさせていただきたいと思います。 

令和 7年度第 2回北海道医療勤務環境改善支援センター運営協議会を開催いたします。 

委員の皆様には大変お忙しい中、本協議会にご出席いただきまして誠にありがとうござ

います。 

どうぞよろしくお願いいたします。 

 

【事務局】 

本日配付しております資料の確認をさせていただきます。本日は、資料 1 から資料 4 ま

でご用意してございます。資料の不足等がございましたら、議事の途中でも構いませんので、

お知らせください。 

それでは、これから議事に入りますが、運営協議会設置要綱に基づき、会長が進行させて

いただきます。 

【会長】 

道庁地域医療課でございます。 

本日は大変お忙しい中、北海道医療勤務環境改善支援センター運営協議会にご出席いた

だきまして、誠にありがとうございます。 

また本日お集まりの皆様には日頃から本道の地域医療はもとより、保健福祉の推進に格

別のご協力をいただいておりまして、この場をお借りしてお礼を申し上げますありがとう

ございます。 

さて昨年、国の審議会では医療機関の業務効率化・職場環境改善の推進に関する方向性が

検討されておりまして、2040 年に向けて高齢者人口がピークを迎え、人口減少がさらに進

んでいく中で、医療従事者の確保がますます困難となり、それに向けた業務効率化・職場環

境改善による生産性向上などについて制度的対応を含めて取り組むことが必要とされてお

りまして、今後は勤改センターの重要性が一層高まっていくものと考えられます。 

本日は勤改センターの令和 7 年 4 月から 12 月までの活動状況をご報告いたしました後、

令和 8 年度のセンターの運営方針案についてご協議いただき、最後に特定労務管理対象機

関の来年度の指定スケジュール及び令和 6 年度、それから 7 年度の厚生労働省の補正予算



のうち、職場環境改善あるいは生産性向上に関する事業の状況について、情報提供をさせて

いただきます。 

本日の会議は医療機関の勤務環境改善の一層の促進と各種取り組みがより実効性のある

ものとなればと考えておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

それではお手元にお配りしております会議次第に沿って進めて参ります。 

本日の議事は報告事項といたしまして「令和 7 年度北海道医療勤務環境改善支援センタ

ー活動実績について」。 

協議事項といたしまして「令和 8 年度北海道医療勤務環境改善支援センター運営方針案

について」。 

その他、情報提供でございます。 

それでは、1の報告事項について、北海道医療勤務環境改善支援センターから報告をお願

いいたします。 

 

【勤改センター】 

皆様におかれましては本日はお忙しい中、また足元悪い中、当運営協議会にご出席いただ

きまして、どうもありがとうございます。 

日頃より、医療勤務環境改善の推進におきましては、皆様に多大なるご理解ご協力を賜り、

ありがとうございます。 

この場を借りて一言お礼申し上げます。 

本日は今年度の活動状況と今後の方向性につきまして、ご報告申し上げるとともに、皆様

からご意見をちょうだいできればと考えております。どうぞよろしくお願いいたします。 

この後、今年度の活動報告を、センター事務局からご報告申し上げます。 

なお、大変恐縮ですけれども私もこの後別業務があり、会議途中で退席させていただくこ

とをあらかじめご容赦ください。 

では事務局から報告お願いいたします。 

 

２．報告事項 

【勤改センター】 

よろしくお願いいたします。座って説明させていただきます。 

では資料の 1 につきましてご説明をさせていただきます。令和 7 年度北海道医療勤務環

境改善支援センター活動実績 4月から 12月についてご説明をいたします。まず 1ページ目

をご覧ください。 

「ア. 医療機関への勤務環境改善支援」ということで、センターでは（ア）個別支援業

務（イ）相談支援業務（ウ）利用勧奨業務この 3種類で支援を行っております。 

初めに「（ア）個別支援業務」についてです。 

センターの支援は大きく 3 つの柱で実施をしております。1 つ目は改善支援になります。 



医療機関へのヒアリングや各種調査を通じて、現状と課題を整理し改善提案書を作成し

た上で、職員満足度調査、院内会議の運営支援、それから研修やワークショップの実施など、

状況に応じた方法で勤務環境改善の取組を支援しております。 

2つ目が導入研修、いわゆる講師派遣です。 

医療機関が実施する労務管理に関する研修や勉強会に講師を派遣し、基本的な労働ルール

やハラスメント対策、メンタルヘルス対策など継続的な勤務環境改善に繋がる取組を支援

しております。あわせて、研修を通じて課題を把握し個別支援へつなげています。 

3つ目がフォローアップです。 

支援終了後の医療機関に対し、取組の定着に向けた助言を行う他、育児介護休業法の改正対

応ですとか、補助金の情報提供などを行い、継続的な労務管理体制の整備の支援をしており

ます。 

では、続きまして 2ページ目です。「（2）支援実施医療機関数」についてです。 

令和 7 年 12 月末時点でセンターが支援を実施した医療機関は 263 機関となっておりま

す。 

支援スキーム別の内訳ですけれども、改善支援が 78機関、導入研修が 51機関、フォロー

アップが 182機関となっております。 

主な支援対象は、特例水準の指定を受けた医療機関の他、育児介護休業法改正への対応や

補助金の周知を目的として、フォローアップ訪問を行った医療機関となっています。 

次に（3）支援スキーム別の支援回数についてです。 

令和 7年 12月末時点の支援回数は、改善支援が 151回、導入研修が 87回、フォローアップ

が 183回となっております。 

全体の支援回数としましては 421 回となっておりまして、このうち訪問による支援が 413

回。Ｗｅｂによる対応が 8回となっております。 

また下の表は、年度比較となっておりまして、前年の同時期の累計と比較していただきま

すと、令和 6 年度は 12 月末時点で、272 回であったのに対し、令和 7 年度は 421 回となっ

ておりまして、支援回数は大きく増加をしております。 

では次に 3ページご覧ください。「（4）アドバイザー活動延べ人数について」です。 

令和 7年 12月末時点の活動延べ人数は、表の右側の合計の列になりますけれども、改善支

援が 165人、導入研修が 91人、フォローアップが 182人ということで合計 438人となって

おります。 

内訳を見ますと、医療労務管理アドバイザーが 383人、医業経営アドバイザーが 55人と

なっておりまして、全体としては、医療労務管理アドバイザーによる支援が中心となってお

ります。 

では続きまして 4 ページをご覧ください。「（5）2 次医療圏別支援活動の状況」について

です。令和 7年 12月末時点で最も多かったのは、札幌圏で 105機関、次いで、南渡島圏が

22機関、後志圏が 18機関となっております。 



札幌圏を中心に支援件数が多い一方で、道内各地域においても改善支援、導入研修、フォ

ローアップを組み合わせながら、幅広く支援を実施しております。 

では続きまして 5ページ目に行きます。「（イ）相談対応業務」についてです。 

令和 7年 12月末時点の相談件数は累計で 526件となっております。下の方に年度比較の

表を載せておりますけれども、月別の推移を見ますと、医師の働き方改革に関連する 4月の

時短計画の提出月、ですとか、6月の参考資料の提出月というところで、相談件数が増加し

ておりますけれども、その他の月は昨年度に比べて、相談件数は少な目で推移をしておりま

す。次の 6ページには相談内容の内訳を記載しております。 

相談内容では、１の医師の働き方改革に関する相談というのが 173 件で最も多くなって

おります。 

次いで、4の勤務環境改善に関する相談が 122件となっております。最も多かった医師の

働き方改革に関する相談では、医師の労働時間短縮計画について関する内容が 97件で最も

多くなっております。 

4 つめの勤務環境改善に関する相談については、職員満足度調査に関する相談が 60 件と

いうことで、最も多くなっているところです。 

では続いて 7ページ目をご覧ください。 

次に、「（ウ）利用勧奨業務」についてです。令和 7年度は医療労務管理支援事業の仕様書

に基づきまして、特例水準の指定が想定される医療機関ですとか、宿日直許可や、労働時間

の管理に課題を有する医療機関、特例水準の指定医療機関へのフォロー支援が必要な医療

機関、それから補助金や各種支援制度の活用が見込まれる医療機関など、10 の要件に該当

する医療機関を対象として、利用勧奨を行うこととされておりました。 

ただ、アンケートの結果等を踏まえますと、新たに特例水準の指定が必要と判断される医

療機関や、労働時間短縮計画に基づく、重点的な支援が必要な医療機関というものがほとん

どない状況でした。 

また、宿直許可に関する支援については令和 6 年度末までに道内の病院の約 98％で対応

を完了しております。 

一方で特例水準指定医療機関、それから大学病院などについては、昨年度から引き続き継

続的な支援を実施しております。 

こういった状況を踏まえまして、こちらの要件に該当する医療機関がほとんどなかったこ

とから、昨年度センターを利用していない道内の全病院、それと、有床診療所を対象にダイ

レクトメールによる利用勧奨というのを実施したところでございます。 

では少し飛びまして、9ページをご覧ください。9ページには「（エ）医療機関への勤務環

境改善支援の全体の件数」ということで載せておりますけれども、これまで説明しましたア

の個別支援業務、イの相談対応業務、そしてウの利用勧奨業務、この全体の件数をこちらの

方に再掲しております。 

では次に 11ページをご覧ください。11ページは「イ 北海道の医療機関における働き方



改革に向けた基礎調査」についてです。北海道内の医療機関における、医師の労務管理の状

況ですとか、医師の働き方改革施行に伴う診療体制の影響、それからタスクシフト・シェア

や、医療ＤＸの進捗、人材確保、補助金の活用状況などを把握するとともに、医療機関全体

の働き方改革に関する課題や傾向を整理するため、道内医療機関を対象としたアンケート

調査を実施しました。 

「（1）調査概要」ですが、調査期間は令和 7 年 5 月 29 日から 6 月 15 日で実施いたしま

した。調査対象は道内の病院と有床診療所になります。 

「（2）調査結果」についてです。 

回収状況ですけれども、発送数が 824 件、回収数が 337 件、回答率が 40.9％となっており

ます。有床診療所の回収率は低いですけれども、病院だけを見ますと回収率は 46.2％とな

っております。 

「問 1 病院・診療所の別」ということでこちらは表の通りですけれども、病院について

は病床数の規模で分けて記載をしております。 

では続きまして、12ページご覧ください。「問２（1）医師への適用水準について」ですけ

れども、病院を見ますと A 水準ですべての勤務医の時間外労働が年 720 時間以内と回答し

たのが 194 件 80.5％で最も多くなっております。A 水準で 720 時間を超える医師がいると

回答したのは、24件で 10.0％、特定労務管理対象機関の指定を受けていると回答したのが、

20 件で 8.3％。現在は A 水準だが、令和 7 年度に特定労務管理対象機関の指定を受ける予

定と回答したのが 1件 0.4％となっています。この１件については、既にセンターで支援に

入っております。 

診療所の方ですけれども無回答のところを除き、回答したすべての診療所は A 水準であ

ると回答しております。 

「問 2（2）宿日直許可の運用について、許可取得後の運用開始以降、対象医師から意見

や要望を受けたことがあるか」という問いについてですけれども、全体を見ますと最も多い

のは「受けたことはない」で 255件、75.7％となっています。 

「受けたことがある」と回答した 13件について、どのような意見があったのかについて

は、表の下の方に記載しておりますけれども、宿日直数の減少による収入低下の相談、宿直

数増加による負担増の相談、それから宿日直許可を受けていない、救急対応に関するインセ

ンティブの付与について。それから法定の宿直は週 1回までという制限に関する相談、宿直

のローテーションに関する相談、勤務間インターバルや代償休息についてといった内容で

した。 

続きまして、「問 2（3）派遣されている医師の働き方改革に関連した引き上げや派遣縮減

の有無」ということで、令和 7年 4月以降について伺ったところ「派遣医師数が減少した」

と回答したのが 17件 5.0％となっています。 

人数や内容というのは表の下の方に記入しておりますけれども、年間 15 日程度減少した、 

それから救急当番日の宿直が減少、医療機関によっては派遣不可、といった内容でした。 



2つ目の「派遣日数や時間数が縮減」したと回答したのが、17件 5.00％となっています。 

人数や内容を同じように書いてありますけれども、当直が月 7 回だったのが月 4 回になっ

た、それから延べ人数が概ね月 2 人で各 1 日派遣日数が縮減しました、月間で 2 名減にな

りました、といった内容でした。 

それから「今後、派遣医師数の減少や派遣縮小の見込みがある」と回答したのは 4 件、

1.2％となっています。 

人数や内容としましては、大学から派遣縮小の連絡を受けている、それから同一法人の急性

期病院から当直支援を受けているが、その病院の当直体制が確保できるよう、派遣の回数を

可能な限り減らしつつ、自前で当直医師を探している、といったような内容でした。 

「派遣医師数の減少や派遣縮小はなかった」「医師派遣は受けていない」と回答したのは、

合わせて 294件 87.3％となっています。 

医師派遣について、医師の働き方改革で影響があったと回答されたのは回答者の中の 1割

強というような結果でございました。 

続きまして、13ページ「問 2（4）医師のタスクシフト・シェアについて院内で検討を進

めているか」についてですけれども、最も多かったのはタスクシフト・シェアの必要がない

ということで、111件 32.9％となっています。 

ただ、病院と診療所の内訳を見ていただくと、診療所の数値がかなり高くなっています。 

診療所では、医師が院長のみで勤務医がいないというケースが多いですし、そもそも長時間

労働になっていないケースが多いので、このような回答になったと思うのですが、病院の方

を見てみますと、回答にばらつきがありまして「１ 担当部署や担当者を配置して検討して

いる」というところですとか「２ 担当部署や担当者は配置していないが、部署単位などで

検討する機会がある」というところ、それから、「3 現在は検討していないが、以前に検討

したことがある」というところ、「４ 既にタスクシフト・シェアが十分進んでおり、現在は

検討不要」というところ、「５ タスクシフト・シェアの必要性は感じるがまだ検討していな

い」ところなど、取組状況がそれぞれ異なっておりまして、対応の進み具合には差が見られ

る状況になっております。 

その他の回答としましては、特定行為研修修了看護師や、コメディカルの告示研修受講者

の活用がうまく進んでいないといった意見もございました。 

特定行為研修というのは年間 250 時間以上かかりますし、時間も費用もかけて習得した技

能が生かされないというのはとてももったいないことだと感じております。 

「問 2の（5）医師業務からタスクシフト・シェアを具体的に行った例」ということで、医

師事務作業補助者の導入ですとか特定行為研修修了看護師の配置、それからコメディカル

による補助などといったご意見がございました。 

では、14ページをご覧ください。 

「問 2の（6）労働時間短縮や負担軽減に資する機器の導入」についてということで、こ

ちら病院に比べて診療所は進んでいない状況でございました。 



まず病院だけで見ますと、最も多かったのは離床センサーで 72.6％、次に電子カルテで

68.0％。次いで、勤怠管理システムが 51.5％、バイタルデータ把握のための設備が 50.2％

となっています。 

一方で、音声入力システムですとか、ＡＩ問診、ＡＩ文書作成といったＡＩを活用する機

器については、どこも 1桁台となっておりまして、まだまだ導入が進んでいないということ

がわかりました。 

では次の 15ページをご覧ください。 

「②検討中の機器」ということでお伺いしたところ、同じく病院だけで見ますと、かなり

ばらつきがある状況でした。 

この 22の選択肢のいずれも 1桁から 10％台にとどまっておりまして、突出した機器とい

うのは見られませんでした。検討の対象となっている機器というのは、病院ごとに異なって

いるものと思われます。 

問 2の「（7）労働時間短縮や負担軽減に資する機器の導入について、令和 7年度の導入予

定の有無」について導入予定があると回答したのは、全体で 38件、11.3％でした。 

この 38件に対して、導入機器のおおよその金額を尋ねたところ、最も多かったのは、1000

万円以上で 36.8％。次いで、100万円から 500万円というのが 31.6％となっております。 

では続きまして 16ページご覧ください。問 3の「（1）医療人材確保について、現時点で

人員確保や補充に苦労していると感じる職種」を上位、3つまで、選択していただいた結果

になります。 

こちらについては選択された順位に応じて、点数を付与して集計をいたしました。具体的

には 1位に選択された項目を 3点、2位を 2点、3位を 1点ということでスコア化しまして、

職種ごとの合計点を算出しております。 

病院と診療所では差がありますので、ここでは病院のみを見ていきますけれども、医師が

1位、看護師・准看護師が 2位、看護補助者が 3位、薬剤師が 4位となっておりまして、病

院にとって中心的な医療従事者の確保が依然として課題であるということがわかりました。 

その他の職種は、スコアが 50 点以下となっておりまして、この上位 4 職種と比べると、

人材確保に課題を感じている病院は限られている状況となっております。 

では続きまして 17 ページ。問 3「（2）現時点で人材の確保がスムーズに行えていると感

じる職種」を、同じく上位 3位まで選択をしていただきましたが、そもそも回答がない無回

答ということで、スムーズに行えている職種がないという意思表示だと思うのですけれど

も、そういった医療機関もございました。 

ですので、回答してくださった医療機関の中でという結果になりますけれども、病院に絞

って見てみますと、1 位は理学療法士、2 位が看護師・准看護師、3 位が事務職、４位が診

療放射線技師となっておりました。 

先ほどの確保が難しい職種の 2位なっていました看護師・准看護師が、こちらの確保がス

ムーズであるという設問でも同じく 2位上がってきております。 



ですので、ある病院では十分に人材を確保できている一方で、別の病院では不足を感じてい

るということから、病院ごとに状況は異なるということが考えられます。そこで 2次医療圏

別にクロス集計をしてみました。 

そちらが 18ページになります。左側の上の表ですけれどもこちらは現時点で人材の確保

がスムーズに行えていると感じる職種を示しておりまして、2次医療圏と、看護師・准看護

師をクロス集計しております。緑色に色付けしております南空知、中空知、西胆振、留萌は

1医療機関当たりの平均スコアが比較的高く、回答医療機関の一部で看護師・准看護師が上

位 3 位に選ばれているということがわかります。この 4 圏域では比較的スムーズに確保で

きているという傾向が見られます。 

一方黄色で色付けしております南檜山、北空知、上川北部、富良野、宗谷、遠紋、根室で

は、1医療機関当たりの平均スコアがゼロとなっておりますので、該当医療機関の中では上

位 3位以内には選ばれておりません。人材確保が難しいという傾向が示されております。 

右側の表についてこれは人材確保に苦労しているという職種を示しておりまして、左側

で黄色に色づけした地域が上位に上がっていることから、看護師・准看護師の不足感が高い

地域であるということがわかります。 

逆に緑色の地域は下位に位置しておりまして、確保が比較的順調であるということが示

されております。特に一番下の南空知では 11 件の回答医療機関の平均スコアが 0.36 とい

うことで、上位 3 位までに選択した医療機関は、極一部にとどまるということがわかりま

す。 

この調査だけではその背景の理由が明らかになりませんけれども、地域ごとに人材確保

の状況に差があるということが確認できました。参考までに 2 次医療圏と医師のクロス集

計も、下半分の方に載せておりますけれども、医師についてはスムーズに確保できていると

回答した医療機関は非常に少ないです。向かって右側の確保に苦労している職種の表でも 1

医療機関の平均スコアが高く、多くの地域で不足感を感じているという結果になっており

ます。 

では続きまして 19ページ、問３の（3）、こちらは、患者さんを他の医療機関や診療所に

引き継ぐ際に感じている課題についてですけれども、こちらも同じように上位 3 つまで選

択する形式にしておりまして、先ほどの設問と同様、スコア化して表示をしています。 

病院と診療所では差がありますので、それぞれに見ていきますけれども、病院では最も多か

った課題は「１ 依存疾患や医療的ケアの有無によって引継先／受入先が限られる」で 341

点となっております。次いで「5 患者・家族の意向と医療機関の調整に乖離がある」こちら

が 180点、「10 特に課題は感じていない」が 174点で、3位となっております。また「3 転

院時に求められる書類や情報の内容が多すぎるなど、対応が負担である」が 135点というこ

とでこちらも上位が上がってきております。 

これらの結果から病院においては、引継先が限られるという構造的な問題が大きな課題

となっておりまして、さらに患者家族との調整や書類対応などの事務的負担も重なってい



るということがわかります。 

一方で課題を特に感じていないという病院さんも存在しておりますので、取組状況や感

じ方には差があるということが伺えます。 

続きまして、診療所の方ですけれども、こちらは最も多かったのは「10 特に課題は感じ

ていない」の 154点とのことで、全体の傾向として特に課題を意識していない医療機関が多

数のようです。一方で「１ 依存疾患や医療的ケアの有無によって、引継先／受入先が限ら

れる」62点ですとか、「3 転院時に求められる書類や情報の内容が多すぎる」43点といった

回答も一定数見られますので、患者背景や事務的対応に負担を感じている診療所もあると

いうことがわかります。 

これらは病院でも上位に上がっていた課題でありまして、医療機関の規模にかかわらず、

共通して存在する引き継ぎ上の課題があるということが考えられます。 

その他の意見では高齢者の患者で、身寄りがない場合など、金銭管理や意思決定支援を見

られないことを理由に受け入れられない。（5）とありますけれども（5）というのは、同じ

内容が 5件あったという意味です。 

それから定員等に伴う医療機関や介護施設間での連絡や事務的な業務が非効率、ＩＣＴ

が遅れている、感染対策から面会を月１・２回程度に制限している療養病棟が多く患者家族

の理解が得られないといったようなご意見がございました。 

問 3の（4）（3）で回答した課題について、相手先医療機関や地域全体に対して感じてい

る改善点について伺いました。 

意見としては、身寄りのない患者の受入や、地域の医療体制の整備が課題だというご意見

ですとか、地域連携パスや情報共有の仕組みづくり、面会規制に頼らない現状に即した感染

対策、さらには医療区分の簡便化といったようなご意見がございました。 

では続きまして、20 ページに参ります。問 3 の「（5）患者を他の医療機関から診療所に

受入れる際に感じている課題」について伺いました。 

病院で最も多かった課題は「１ 依存疾患や医療的ケアの有無によって、受入できない」

261点となっております。受入可能な患者の範囲に制約があるということが最大の課題とな

っているようです。 

次いで「6 病床稼働や診療報酬制度上の事情で、受入が難しい場合がある」191点。それ

から「５ 患者家族の意向と自施設の提供できる医療との間にギャップがある」171 点とな

っています。 

一方で「10 特に課題は感じていない」150点と回答した病院も一定数ございまして、こ

ちらも課題感に差があるということがわかります。 

また自由記載は、身寄りのない患者や経済的に困難な患者、認知症の症状が強い患者の受

入が難しいことに加え、医師・看護師など医療従事者が不足して十分に受け入れられないと

いうご意見もございました。 

問 3の（6）では（5）で回答した課題について、相手先医療機関や地域全体に対して感じ



ている改善点を伺いました。 

医療情報のＩＣＴ化推進と、自治体による補助や、地域全体でのＩＣＴ基盤整備が必要だ

というご意見ですとか、高齢者施設から患者を受け入れた後、患者状況によっては同じ施設

に戻れず、退院先の調整に苦労しているお話ですとか、身寄りがない、または経済的に困難

な方の受入先の整備、精神疾患や認知症患者に対する薬剤調整など、転院前の対応の強化と

いったご意見がございました。 

では、問 4の（1）では、「診療報酬上の加算で、既に算定を行っているもの」を伺いまし

た。こちらは複数回答になっております。 

病院では、医師事務作業補助体制加算ですとか、急性期看護補助体制加算について算定を

行っている割合が高くなっております。 

診療所では看護職員夜間配置加算以外の加算は、要件を満たさないものが多く算定して

いる診療所は少ないようです。 

では続きまして 21ページです。問 4の「（2）基金等について、すでに活用を行っている

もの、今後活用を検討しているもの」を伺いました。 

①の活用済みの基金については、病院、診療所ともに、非常に少ないようです。 

②の検討中の基金については、病院では生産性向上・職場環境整備等事業というのが、

41.5％となっておりまして、関心が高いということがわかります。 

こちらの事業についてはセンターのホームページやメーリングリストですとか、現在支

援中の医療機関の担当者にもメールを送るなど幅広く周知を行ったところです。 

問 4の（3）助成金等の活用状況についてです。 

「①活用済みの助成金及び財政支援」については、ほとんど活用されていない状況のよう

です。「②検討中の助成金及び財政支援」こちらについても今後、活用の見込みがあまりな

いような状況となっております。 

では続きまして 22 ページに移ります。問 5「医療機関全体（医師に限らず全ての職種）と

しての働き方改革についての課題」を伺っています。こちらは複数回答になっております。 

最初に、「①医師」についてですけれども病院と診療所を比較しますと、診療所では「4 

人材を募集しても応募がない」以外の課題は少ないようです。 

病院も同様に「４ 人材を募集しても応募がない」が最も多く 39.8％となっています。 

次いで「９ 人事評価制度がない、有効に機能していない」が 19.5％。そして「１ 残業が多

い、有休休暇が取れない」が 19.1％となっています。 

その他で回答してくださったご意見としては、病院の収益が低調なため、待遇改善、特に

賃金の待遇改善が進まない。有給休暇年 5日取得義務の消化が難しい、長時間労働医師の面

接指導日程調整に苦労しているといったようなご意見がございました。 

続きまして「②看護師」についてですけれども、病院診療所ともに「４ 人材を募集して

も応募がない」が最も多くなっています。そのほか「３ 離職率が高い、人材が定着しない」 

それから「８ 人材育成に課題がある」「９ 人事評価制度がない。有効に機能していない」 



こういった点については病院診療所ともに上位に上がっておりまして、共通する課題のよ

うです。 

その他のご意見としては、医師と同様に病院の収益が低調なため、待遇改善が進まない、

有給休暇 5日の取得が難しい。といったご意見がございました。 

では続きまして 23ページです。「③その他」ということでその他の職種についてですけれ

ども病院診療所ともに「４ 人材募集しても応募がない」が最も多くなっています。 

そのほか「８ 人材育成に課題がある」「９ 人事評価制度がない、有効に機能していない」 

という課題が共通して上位に上がっています。 

その他のご意見としては特定労務管理対象機関の指定や、日々の労務管理と事務への負

担が大きい。それから人材を募集しても応募がない、医師、薬剤師、看護助手は応募がなく

本当に困っている。それから入職しても短期で離職するといったようなご意見がございま

した。 

問 6の（1）勤改センターの認知度についてですが、何をしている組織か知っているとい

うのが 60.2％。組織名だけ聞いたことがあるというのが 23.1％ということで、合わせます

と 83.3％の医療機関には認知していただいているようです。 

ちなみに昨年度の結果は、何をしている組織か知っている、が 67.1％、組織名だけ聞い

たことがあるというのが 20.9％ということで、合わせますと 88.0％でした。 

今年は 4.7 ポイント下がってしまっていますけれども、担当者が異動してしたというこ

ともあると思いますので、多少減少したとはいえ 8 割以上の医療機関で認知していただい

ている状況ですので、現時点では十分な認知度といえると考えております。 

調査に関しましては以上になります。 

では続きまして、24ページご覧ください。 

「ウ 特定労務管理対象機関の指定を受ける医療機関に対する支援」についてです。 

センターでは特定労務管理対象機関の指定取得に向けた支援を実施しております。令和 7

年度は指定取得に向けて、旭川厚生病院さんに対して支援を行いました。 

センターでは自己評価項目の 1 つ 1 つに対して、取り組み内容の記載方法ですとか、添

付する根拠資料について具体的なアドバイスを行い、評価受審が円滑に進むように支援を

しております。 

なお、令和 7年 12月末時点では、旭川厚生病院さんは評価センターの評価受審中でした

けれども、先日評価結果が出まして、現在、道庁さんに指定申請をしたというような状況に

なってございます。 

次に「エ 特定労務管理対象機関に指定された医療機関に対する支援」です。 

センターでは指定を受けた医療機関に対しても、指定後の取り組みが円滑に進むように

継続的な支援を実施しております。 

令和 7 年 12 月末時点では対象となる医療機関は、指定待ちの 1 件を含めて 23 機関とな

っておりまして、すべての医療機関に対して、立入検査への対応準備ですとか、評価機関か



らの指摘事項への助言、医師短縮時間医師労働時間短縮計画のガイドラインの改正への対

応。それから、参考資料や時短計画の提出書類に関わる助言など、年間を通じたフォローを

行っているところです。 

では続きまして 26ページをご覧ください。次に「オ 適切な労務課管理体制の下整備や

労働時間短縮に向けた総合的な支援」についてということで、令和 7年度は 4月及び 10月

に施行された育児介護休業法改定の対応を中心に、就業規則や、育改法の見直しに関する助

言、それから補助金制度等の情報提供を目的とした個別訪問支援を実施しました。 

「１.対象医療機関」の抽出方法ですけれども、病床数が 100床以上の医療機関をまず抽

出しました。それに加え、抽出した 100床以上の医療機関と位置的に近隣にある、同時に訪

問できる可能性が高い医療機関ということで、全部で 232件、対象の病院さんをリストアッ

プしました。 

（2）の手順のところですけれども、事務局においてアドバイザー1人当たり概ね 10件程

度を割り振りまして、アポ取りから訪問までを各自で対応する体制としました。 

これにより全体のおよそ 7 割を個別割当による対応としましたが、残りのおよそ 3 割に

ついては、232件の対象リストをアドバイザー間で共有しまして、当初の割当分の対応が終

了したアドバイザーから、手挙げ方式で担当する形として行いました。 

「２.アポイント結果」のところですけれども、訪問医療機関数 232件に対し、訪問可と

いうところが、177件 76.3％、訪問不可が 55件、23.7％となっております。 

27ページの方には、訪問不可の 55件がどんな理由だったのかというところを載せており

ます。必要時に自分で連絡するので不要というところが最も多く、次いで、理由は不明です

が、訪問を希望しないというケースですとか、何度電話しても不在、離席と言われて調整が

できなかったケースなどとなっております。その他はすでに対応済みであることですとか、

顧問社労士がいますよという医療機関も一部見られました。 

「４.訪問後の効果」についてですけれども、電話やメールによる相談対応に繋がった件

数は 25件となっています。主な内容は講師派遣の依頼、それから育改法への対応に関する

相談、宿日直許可や労働時間・休日管理に関する相談などでした。 

また、訪問をきっかけに次回以降の個別支援に繋がった案件が 13件ございまして、個別

支援に関する打ち合わせですとか、それからハラスメント対策、宿日直許可、育改法への対

応、人事評価制度や職員満足度調査に関する支援などという内容になっております。 

では続きまして 28ページご覧ください。「カ 研修会・セミナーの開催状況」です。 

医療勤務環境改善に向けて、医療機関関係者の理解を深めるため、北海道労働局、北海道、

北海道医師会と連携し、研修会及びセミナーを開催しました。あわせて道内の医療機関が主

体的に勤務環境改善に取り組めるよう地域の関係団体とも連携しセミナーを開催しており

ます。 

まず（ア）研修会の、「（１）医師の働き方改革道セミナー」についてです。 

このセミナーでは、A水準、Ｂ水準、連携 B水準、C-1水準、Ｃ-２水準、それぞれにおい



て準備すべきポイントについて説明するとともに、医師の時間外労働の上限規制に関する

36 協定、宿日直許可、自己研鑽の取り扱いなどについて北海道及び北海道労働局より強制

説明を行いました。 

開催日は令和 7年 8月 28日、オンライン形式で実施し、病院や診療所の事務長、労務管

理担当者、医師などを対象に実施しました。参加医療機関数は 29機関、参加者数は 46名と

なっております。 

続きまして「（2）医療機関における接遇向上セミナー」についてです。 

このセミナーでは、医療接遇の基本的な考え方について説明するとともに、職員の応対や

配慮不足が患者、家族の不満やクレーム、カスタマーハラスメントへ発展する背景を踏まえ

まして、現場における適切な対応方法について解説しました。あわせて、日常的な応対の見

直しや、組織的な取組の重要性についても共有をいたしました。 

開催日は令和 7年 7月 12日。オンライン形式で実施し、病院・診療所の事務長、看護職、

労務管理担当者、医師などを対象に実施しました。参加機関は、53機関、参加者数は 99名

となっております。 

続きまして、29ページ「（3）実践から学ぶ看護ＤＸの進め方」セミナーについてです。 

このセミナーでは看護職の業務効率化を目的として、看護ＤＸの実践事例を紹介し、日常

業務で生かせる工夫や着眼点について具体的に解説しました。あわせて看護 DXに役立つ機

器やシステムを導入する際の考え方やポイントについても整理しました。 

開催日は令和 7年 10月 16日。オンライン形式で実施し、病院・診療所の事務長、労務管

理担当者、看護職などを対象に実施しました。参加医療機関数は 83 機関、参加者数は 140

名となっております。 

続きまして「（4）医師医療機関における「医師の働き方改革」実践事例報告セミナー」に

ついてです。このセミナーについては、毎年 2 月から 3 月頃にセンター主催で実施してい

るセミナーになります。 

医療機関における働き方改革の実践事例を共有し、各医療機関における取組のヒントや

知見を得ることを目的として開催をしております。 

本セミナーは、札幌徳洲会病院によるＤＸ推進による業務効率化の事例紹介と、小樽協会

病院による現場の声を生かした看護業務改善の取組について発表いただく予定としており

ます。 

開催日は令和 8年 3月 14日、オンライン形式で実施予定で、病院・診療所の事務長、看

護職、労務管理担当者、医師などを対象としております。 

では続きまして 30ページになります。「（イ）関係団体との連携研修」についてです。 

関係団体との連携による研修については、北海道医師会、北海道看護協会、小樽市保健所、

自治体関係団体、それから医療関係職能団体などと連携し、道内各地及びオンラインにて研

修を実施しました。 

研修テーマは医師の働き方改革への対応、ハラスメント対策、コミュニケーションに関す



るテーマなど多様なニーズに対応した内容となっております。これらの取組を通じて、地域

の医療関係者への周知と理解促進を図るとともに、勤務環境改善に向けた取組の裾野拡大

につなげております。 

資料 1につきましては以上になります。 

 

【会長】 

ありがとうございました。 

ただいまの報告事項につきましてご質問ご意見ございましたらお願いいたします。 

委員お願いいたします。 

 

【委員】 

11ページのイの北海道の医療機関における働き方改革に向けた、基礎調査についてです。 

これ大変すばらしい取組で、連合北海道でも病院を対象に実施しましたが、回収率が悪か

ったですが勤改センターの調査は 40.9％、病院だけで 46.2％という状況で、基礎調査自体

を評価したいと思っております。その上で、何点か質問をします。 

1点目が、13ページの問 2の「（4）医師のタスクシフト・シェアについて院内で検討を進

めているか」という部分についてです。 

前回、第 1回目の時にもお話をさせていただきましたが、4番目に「すでにタスクシフト・

シェアが十分進んでおり、現在は検討不要」というのが 29件、8.6％という状況にとどまっ

ている一方で、6番目の「タスクシフト・シェアの必要はない」が、診療所は長時間労働に

なっていないという状況は理解できますけれども、病院は 51件 21.2％が、必要性がないと

なっております。 

その下の問２「（5）医師業務からタスクシフト／シェアを具体的に行った例」の、医師事

務作業補助者の導入などは結構すごいと思っていて、1番目の「検討している」とか、2番

目の「部署単位などで検討する機会がある」に対して、具体的に行った例というものを、勤

改センターの方からすでに導入しているところの好事例がありますよという、アドバイス

をすべきではないかと思っています。特に医師について、前回も申し上げましたけれども、

研修医自体が長時間労働で、かなり過酷な状況で勤務をしている実態も聞いておりまして、

何とか、この医師のタスクシフト・シェアを有効に活用すべきではないかということを、改

めて申し上げておきたいと思います。 

次に 15ページの問 2（7）労働時間短縮や、負担軽減に資する機器の導入について、令和

７年度の導入予定の有無ということで 1番目に「導入予定がある」というのが、38件 11.3％

となっております。 

クロス集計がわかりませんが、14ページ、①の「導入済みの機器」とか、15ページの②

の「検討中の機器」があるのですが、「導入予定がある」という病院や診療所のうち、「どの

ような機器を導入する予定があるか」という、クロス集計があるのであればいいと思ってお



りまして、分かれば教えていただきたいと思います。 

あと 19ページは多分間違っていて「問３（３）医療材確保について人材の確保はスムー

ズに行えていると感じる職種」というこの項目自体、違うかと思っていますので、もし、正

確な項目があれば、教えていただきたいと思っています。 

次に、21ページ、問 4の（２）です。 

基金等について、「すでに活用を行っているもの」、「今後活用を検討しているもの」とい

うことで、①の活用済みの基金が非常に少ないということがありました。②に検討中の基金

等ということで、書いておりますけれども、道の基金の周知が弱いのではないかと考えます。

例えば 1番目の、地域医療介護総合確保基金とかいうのも含めて、結構、活用できる基金が

ありますので、その周知が弱いのではないかと考えており、現状どのような周知を、道が行

っているのか、勤改センターが行っているのかわからないですけれども、周知方法が弱いの

ではないかと思っておりますので、是非とも基金の活用に対する周知を強めていただきた

いと思っています。また、②の「検討中の基金等について」、1 から 4 まで記載しておりま

すけれども、勤改センターとして何らかのアドバイスを行う手法といいますか、やっている

のかどうか、行政のように申請で、あくまでも受け身でいるのかどうかということについて

も、教えていただきたいと思います。 

次に、22ページの、問５②看護師等の部分についてです。特に、4番目にあります、「人

材を募集しても応募がない」ことについて、病院、診療所がありますけれども、私の方から

第 1回目の会議で、リファラル採用、オンライン採用について、発言をさせていただきまし

た。4番目にあるような、病院・診療所にアドバイスを、リファラル採用、オンライン採用

も含めて、周知をしているのかどうかについても教えていただきたいと思います。 

最後 1点、23ページの「勤改センターの認知度について」であります。 

ここの 4番目の「関心はあるが、今は必要ない」と「関心がない」というのを合わせて、

全体で 61.5％となっております。 

特に私どもも、勤改センターのアドバイザーの方に講演をいただきまして、病院職員も、

大変よかったとすごい高評価をいただいておりまして、箱の下のその他の内容の「取組の多

くは、過剰な支出を伴い事務手続きも煩雑であるため利用できない」という回答になってお

りますけれども、この事務手続きが煩雑っていうのはどういうことなのか。この回答した機

関に、きちんと勤改センターを活用する手続きはそれほど煩雑ではないと思うので、ぜひ、

活用をより進めていただきたいという、要望も含めて発言とさせていただきます。以上です。 

 

【勤改センター】 

全部で 5つご質問があったかと思うのですが、まず 13ページですね。 

問２（４）で医師作業補助者の導入ですとか特定行為研修の看護師の配置などそういった

具体的な例を、医療機関にアドバイスすべきではないかというようなご質問・ご意見だった

かと思います。まずご意見ありがとうございます。 



医師事務作業補助者につきましては、これは具体的に書いてくださった方は 38件ですが、

実態としましては、ほとんどの病院が医師事務作業補助者をすでに配置している状況でご

ざいます。 

特定行為研修の看護師の配置はそれに比べて圧倒的に少なくはなっておりますけれども、

なかなかここの配置も、大変時間がかかってせっかく取った資格なので、ご本人たちも絶対

活用したいと思ってらっしゃるとは思うのですけれども、周知がない、知らないからできな

いということではなくまた別の要因で、なかなかその活用が難しいというような実態、お声

もいただいているところでございます。 

2つ目、問 2（７）ですね、クロス集計がないのでというところですが、導入済みですよ

とか、検討済みですよというところの中から、導入に関する予定があるという方の中から、

どんな機器が、それに当たるのかというのをクロスして欲しいというご要望かと思います。

ちょっと情報を持ち合わせてないので、これにつきましては後日、集計をして、道庁を通じ

て、提供させていただきたいと思います。 

それから 3つ目、問３（３）ですね、これは大変失礼しました。私の方の誤りでして、ご

指摘ありがとうございます。こちらの正しい部分は 20ページの問 3（5）に書いてあります

けれども、患者さんを他の医療機関から診療所へ受け入れる際に感じている課題となって

いまして、これの逆の、受け入れる際ではなくて、こちらから送り出す際ですね、患者さん

を他の医療機関に引き継ぐ場合ですね、転院させる場合にどんな課題がありますかという

ことを伺った設問になります。大変失礼いたしました。問 3（3）は、転院させるときの課

題についてです。 

それから 4つめのご質問が 22ページの看護師の採用についてですね。採用についてのご

相談自体が、私どもの方に直接来るということが実はあまりございません。多くの相談が、

業務の改善をしたいので、手伝って欲しいというようなことが多いです。なのでご指摘いた

だいたようなアドバイスをしているのかと言われると、正直行っていませんという回答に

なってしまうのですけれども、そういった人材を募集しても応募がないというようなご相

談があった場合には、ぜひ、そういったこともお伝えしていきたいと思います。 

そして最後が 23ページの問 6（1）ですね。こちらの認知度の調査ですけども、私どもが

セミナーをやるたびにこの設問というのは設けておりまして、参加者アンケートに必ず含

めるようにしているのですが、やはり毎回、関心はあるが今必要ないというのが一番多くな

ってしまう状況ではございます。何か問題があればセンターに相談しようと思ってくださ

っているのだとは思うのですが、直近では、特に今は必要ないですよとところが多いのかな

と思っております。またより一層、センターの方は気軽に活用していただけるように周知を

していきたいと思います。あとは、その他の内容の「取組の多くは過剰な支出を伴い事務手

続きも煩雑であるため利用できない」というのは、おそらくセンターの利用に関する意見で

はなくて、例えば、業務効率化や労働時間の短縮に向けた取組を進めたいけれども、それに

対しては例えば機器を導入しなきゃいけないとか、色々な手続きがあったり費用がかかっ



たりというところで、なかなかできないというようなことをおっしゃりたいのかなと受け

とめておりました。 

書いた方の真意が私もわからないですけれども、もしセンターの利用で、そのように誤解

をされているようなことがあるようであれば、どこの病院さんか確認をして対応したいと

思います。ご意見ありがとうございました。 

 

【会長】 

21 ページの基金事業の周知ですが、全医療機関には周知はしております。周知が足りな

いということでしょうか。 

 

【委員】 

そうです。 

 

【会長】 

この後報告しますけれども、令和 6年度補正予算で、生産性向上という、ベースアップ評

価料を届け出ていれば、給付しますよというものもありましたけどれも、そちらにつきまし

ても 1度、全医療機関に周知をした上で、それでもリアクションがないところには再度送っ

たりはしているのですが、なかなか、結果に繋がっていないというところは、もっと工夫す

るところがあるのかもしれませんので、それはこれから検討していきたいと思います。 

 

【勤改センター】 

私の方からもう１点すみません。ご回答が漏れてしまって大変恐縮でした。 

補助金ですとか基金の活用方法についての周知を行っているかというところですが、資

料の 26ページで先ほど少しご説明したのですが、カタカナのオ、適切な労務管理体制の整

備や労働時間短縮に向けた総合的支援というところで、ここにも少し書かせていただいた

のですが、育改法の法律の改定があったので、各種規程の見直しが必要になるということで、

規定に関する助言を行ったのですけども、それと同時に医療機関が活用できる補助金等の

情報提供もこのときにパンフレットなどを用いて、一緒に行っておりました。なので、でき

る限り周知の方は行ったというところでございます。 

 

【委員】 

すいません。今の 26ページのオの部分で、育児介護休業法の改正とか、この就業規則と

か、育児介護休業規程の見直しを行わないと、ある意味、今日労働局の方も来ていますが違

法となることを、きちんと周知して欲しいと思っています。特に 27ページの 3ポツの、訪

問不可の理由のところで、特に 2つ目の、「理由は不明だが訪問を希望せず」とか、その下

の「何度電話しても不在・離席、多忙のため」というところについては、この法改正を受け



ても就業規則の改正ということについて、今日、社労士会の方も来ておりますけど、きちっ

と見直しを行っていかないと、法違反となりますので、是非とも、訪問不可のところに対し

ては、通知文とかを、発送するなり、取り組んでいただきたいと思っております。 

あと 22ページ、先ほどリファラルと採用オンライン採用のお話をさせていただきました

けれども、勤改センターのアドバイザーの方から、このリファラル採用やオンライン採用に

ついて教えていただきました。 

すでに、いくつかの病院でオンライン採用、リファラル採用によって、看護師を確保して

いる病院もあるんですよ、という紹介があったものですから。色々な研修等々の中で、ぜひ

アドバイザーの皆さんが、周知をしていただければ良いなと考えておりますのでよろしく

お願いをしたいと思います。以上です。 

 

【会長】 

その他ご意見ご質問ございますでしょうか。よろしいでしょうか。そうしましたら、報告

事項１についてはとりあえず、ここで 1度止めたいと思います。 

 

３．協議事項 

【会長】 

続きまして 2番の協議事項につきまして事務局から説明いたします。 

 

【事務局】 

事務局です。私からは、令和 8年度北海道医療勤務環境改善支援センター運営方針（案）

について、資料の 2により説明させていただきます。 

勤改センターの運営については、この運営方針に毎年度基づいて実施することとしてお

りますので、今回、令和 8 年度に向けて本協議会で協議をさせていただくものでございま

す。 

まずセンターの目的についてですけれども、医師や看護師をはじめとした医療従事者の

確保を図るため、医療機関みずからが勤務環境の改善を進め、離職防止・定着の対策を講ず

ることができるよう、医療機関の自主的な取組に対して支援を行うことになっております。 

次に現状と課題等についてですが、引き続き、医師の働き方改革に関するきめ細かな対応

が必要と考えておりますほか、先ほどの研修の報告の中にもありましたとおり、最近はハラ

スメント対策など、勤務環境改善に関する相談も増えつつありまして、各医療機関ではそう

した課題の対応について検討が必要となっております。 

2つ目の○ですが、特例水準のうちＢ水準と連携Ｂ水準については、２０３５年度末で解

消されることとなっております。 

特定労務管理対象医療機関においては、医師労働時間短縮計画に基づき、医師の時間外労

働の短縮に向けた取組が必要となっております。 



また 3 つ目の○にありますとおり、医師や看護師などの医療人材の確保がより困難とな

る中で、医療機関における離職防止や定着の促進を図るためには、勤務環境の改善がより必

要となっております。 

こうした現状や課題等を踏まえまして、次に運営方針についてですけれども、表の左側に

は令和 7 年度の方針を載せておりまして、右側に今回定めたい令和 8 年度の運営方針を対

比して載せております。 

令和 8年度の部分だけご紹介しますと、１つ目は今年度と同様、道内の医療機関におきま

して、勤務環境改善に向けた取組が進められるよう支援を行い、経営の安定化や医師をはじ

めとする医療人材の確保・定着をサポートすることとします。 

2 つ目は引き続き特例水準の解消に向けて、医療機関における時短計画の着実な実施と、

評価や改善、タスクシフト／シェアの取り組み、ＩＣＴの導入など、医師の時間外労働の短

縮に向けた取組が加速されますよう、それぞれ医療機関の状況に応じたきめ細かな支援を

行うこととし、加えまして、次のその他で情報提供させていただきたいと思っていますが、

特定労務管理対象機関の中には、令和 8 年度の末で指定期間が終了するところもございま

すので、令和 9年度以降も指定を受けるためには、8年度中に更新の手続きが必要となりま

すことから、令和 8年度の運営方針案の中で、そうした医療機関への支援を行っていくとい

うことを明記したいと思っております。 

3つ目については引き続き、医師の働き方改革の取組や、医療機関における様々な課題に

対応した支援を行うこととしております。 

こうした運営方針にのっとりまして、令和 8年度の主な取組についてでございますが、四

角の 1つ目、自主的、自立的に勤務環境改善に取り組む医療機関への支援としまして、北海

道、労働局、医師会、看護協会、勤改センター間での実務者連絡会議等による情報共有を行

うほか、医療機関への個別支援や各種調査、モデル医療機関の選定支援、医療機関における

勤務環境改善の取組の情報収集と、先進事例の紹介、各関係団体との連携を行います。 

四角の 2つ目、医師の時間外労働の上限規制に対応した支援としまして、特定労務管理対

象機関に指定された医療機関における時短計画の着実な実施や評価改善など、時間外労働

の短縮に向けた支援、上限規制適用後の医療機関の取組における様々な課題に対応した支

援、医療法に基づく立入検査で指摘を受けた医療機関における改善の取組への支援を引き

続き行いたいと思います。 

四角の最後、医療機関の課題に対応した支援としまして、医療機関の課題の把握と解決に

向けた支援を行いたいと考えております。 

以上が令和 8年度の運営方針の案についてでございます。事務局からの説明になります。 

ご協議のほどよろしくお願いいたします。 

 

【会長】 

資料 2の協議事項、こちら協議事項となりますので、委員の皆様方の、ご承認が必要とな



るところでございますが、ただいまの説明で、ご質問ご意見等ございますでしょうか。 

紙 1枚で運営方針をまとめるという形になりますと、先ほど 4月から 12月までの活動実

績という形で、調査や個別支援やセミナーという形で様々ご報告させていただきましたけ

れども、どうしても大くくりな表現になってしまいますので、そこはご容赦いただかなけれ

ばいけませんが、ご意見等ございますでしょうか。 

 

【委員】 

上段の現状と課題等の、1つ目の○の 3行目に、ハラスメント対策などの勤務環境改善に

関する相談が増えつつあり、対応の検討を要すること、と今回追加をされたことは、評価を

したいと思います。 

特にカスタマーハラスメント、パワーハラスメント、セクシャルハラスメントなどがあり

ますけれども、特に強調したいのが、2026 年 10 月 1 日に、「改正労働施策総合推進法」の

施行が予定されております。 

カスタマーハラスメントを防止するため、事業主に雇用管理上必要な措置を義務づけ、国

や事業主、労働者及び顧客等の責務を明確化することなどが、今年の 10月 1日に改正が予

定されています。 

また、今年の 4月から、事業主に対して、職場における、治療と就業の両立を促進するた

めの必要な措置を講じる、努力義務を課すとか、さらに、同じく今年の 10月 1日から、男

女雇用機会均等法が改正され、施行される予定になっておりまして、労働者だけでなく、求

職者等に対するセクシャルハラスメント等を防止するため、事業主に雇用管理上必要な措

置を義務づけるということにもなっておりまして、ぜひ、そういった点も含めて、病院職場

におけるハラスメント対策を、法違反とならないような観点も加味をしながら、運営方針を

進めていただきたいと考えておりますので、よろしくお願いします。以上です。 

 

【会長】 

修正とかそういうことではなく、ここ十分進めていただければということでしょうか。 

今、個別支援の中でハラスメント対策等いろいろやられているかと思いますけども、委員

の方からもご紹介ありましたように、いろいろ法改正等がありますので、そういうところも

見ながら、今後どういった支援が必要なのかというところも検討していくという形で現状

のところに書かせていただいていますので、それを念頭に取組を進めていくということに

なるかと思います。 

それ以外でご意見ご質問等ございますでしょうか。 

 

【委員】 

意見と言いましょうか、感じたことですけれども、特定労務管理対象機関に関してです。 

本当にきめ細かく支援してくださっていますし、指定更新に向けた支援も、新たに加えて



いただいたということで、大変頼もしく思っていますが、ただ最終的にはやはり、どちらの

指定された医療機関も、時間外が 960 時間を超えてしまうようなドクターがいなくなるこ

とを最終目標とすると、結局そのための支援を常にしているのですが、今のところはまだ、

指定を外れそうな医療機関が、残念ながら出てきていないのかな、と伺ったところでござい

ますが、指定をすでにとってある医療機関の中で、さらに、時間外の短縮ができるように、

もっともっと強化していくことを、2035 年に向けて更新をしていけばいいというものでは

ないのかなというところも気になったものですから、そこだけ一言加えさせていただきま

した。以上です。 

 

【会長】 

ありがとうございます。 

そこは肝に銘じてといいますか、念頭に置きながら、急にそれがすぐ達成できるかという

となかなか難しいところもあるかと思いますので、そういうことも念頭に置きつつ、支援と

いうところを続けてまいりたいと考えてございますのでよろしくお願いいたします。 

 

【委員】 

どうぞよろしくお願いいたします。 

 

【会長】 

他はございますでしょうか。 

 

【委員】 

よろしくお願いします。 

全体を通してなんですけれども、報告内容、調査も含めて、拝見いたしました。 

結構なアドバイス等の業務が、数的にはものすごいものを 400 件超えているということ

で認識させていただきましたけれども、センターのスタッフ、アドバイザーも含めて、拝見

しましたら、アドバイザー2名、スタッフ、そしてスーパーバイザーって方もいらっしゃる

ようですが、この方々ですべてこれを対応してるいということなのでしょうか。現状で、マ

ンパワー的に足りますか。 

ものすごく濃密な内容であることは確かなので、大丈夫なのかな、という懸念、心配がご

ざいます。 

 

【勤改センター】 

ありがとうございます。 

今日の出席者名簿に出ているのは、ごく一部でございまして、常駐アドバイザーは、今全

部で 4名おります。 



あとは、登録型のアドバイザーといいまして事務所に常駐はしていないのですが、依頼が

あったら医療機関に行っていただく登録型のスタッフは 20数名おりますので、皆さんのご

協力のもとに何とか回っているというような状況でございます。 

 

【委員】 

ありがとうございます。存じ上げなかったので、少し安心しました。 

 

【会長】 

何かございますか。 

 

【委員】 

この運営方針の案についてはこれでいいかと思っております。 

特に医療機関の課題の把握と解決に向けた支援というところで、ぜひ勤改センターの周

知を含め、この勤改センターを活用しながらも、自施設の勤務、医療勤務環境が改善される

ことを願っておりますので、これからますます忙しくはなるかと思いますが、サポートをぜ

ひ進めていっていただければと思います。よろしくお願いします。 

 

【委員】 

特にこの運営方針については、異論はございません。 

ただ特例水準は、医師にとっては重労働ですので、何とか徐々に減らしていければと考え

ています。 

ＩＣＴに関しては、我々も導入はしていますけど、なかなか難しいところがあって、思う

ように進んでいないのが現状かと思います。熱心な職員がいれば、どんどん進んで行くので

しょうが、いろいろ大変かなという印象です。 

尚、ご指摘のとおり勤改センターの方々が、忙しくなりすぎないかと心配しております。

以上です。 

 

【委員】 

この案に関して特にございません。引き続きよろしくお願いいたします。 

 

４．その他 

【会長】 

ありがとうございます。 

そうしましたら、運営方針につきましては、これに基づいて取組させていただくという形

でよろしいでしょうか。 



ありがとうございます。 

そうしましたら協議事項については、これで終わりにしたいと思います。 

最後ですが、その他といたしまして情報提供でございますが、令和 8年度の指定のスケジ

ュール、こちらの方からまずお願いいたします。 

 

【事務局】 

地域医療課でございます。 

私の方から資料 3 に基づきまして特定労務管理対象機関の指定状況、及び今後の指定ス

ケジュールについて情報提供いたします。 

まず、めくっていただきまして 1ページ目でございます。これが今現在の指定状況でござ

います。 

現時点で、医療機関、合計 22医療機関が指定されている状況でございます。 

なお、ここには記載はございませんが、今までの議論・報告の中に出てきていたんですけ

ども、旭川厚生病院と、札幌心臓血管クリニック、この２医療機関が、今現在Ｂ水準で申請

中でございまして、今年度中までに指定をする予定でございます。 

続いてめくっていただきまして、2ページ目でございます。これは先ほど申し上げた現時

点での指定状況の指定期間ごとに掲載しているものでございます。 

指定期間は 3年でございましてこの表、ページの左側が、来年度、令和 8年度末、令和 9

年の 3月 31日が期限となっております、15医療機関でございます。 

続いて右側でございますけれども、令和 9 年度上半期でございます、令和 9 年の 8 月 19

日までが 3医療機関、9月 9日までが 1医療機関でございます。 

その下が、12月 26日までが 2医療機関で、令和 10年 3月 30日までが 1医療機関となっ

ております。 

まためくっていただきまして 3 ページ目でございます。これが現時点のスケジュールで

ございます。 

この表にございますが、令和 8 年の第 1 回の指定が 6 月末、6 月 30 日を申請期限として

おりまして 9月に指定をするスケジュールとなっております。 

こちらは、主に新規で申請する場合用に設定をしているものでございます。 

その下でございますが、令和 8 年、2 回目の指定が 11 月 30 日を期限にしておりまして、

令和 9 年の 3 月に指定をするスケジュールでございます。これも新規申請がある場合と、

先ほど説明いたしました来年度末、令和 9年の 3月 31日までで、指定期間が満了する 15医

療機関が更新する場合の申請用として設定をしているものでございます。 

令和 9 年の第 1 回の指定は、下の方にございます。令和 9 年の 4 月末、4 月 30 日を申請

期限としまして、令和 9年の 8月に指定をするスケジュールとなってございます。 

こちらも新規申請がある場合と、令和 9 年度の上半期に指定期間が満了する 4 つの医療

機関の、更新をする場合の申請に設定をしているものでございます。 



現在情報提供いただいております評価センターの予約状況などを勘案した上で設定して

おりますが、評価結果が出る状況などによっては、指定または更新の申請のタイミングがあ

ると思いますので、引き続き医療機関と勤改センターの皆さんと相談、調整しながら柔軟に

対応して参りたいと思います。説明は以上でございます。 

 

【会長】 

続けて厚労省の補正予算関係の情報提供もお願いいたします。 

 

【事務局】 

続きまして、資料の 4、資料の 4は 2枚ございますが、まずは 1枚目の方をご覧いただき

たいと思っております。令和 6年度補正予算案と書かれた資料です。 

この 1枚目は、昨年度ありました令和 6年度の補正予算、国の補正予算を活用して、道と

して今年度、医療分野における生産性向上・職場環境改善等支援事業を実施しておりますの

で、概要をご紹介したいと思います。 

すでに実施している事業でございますので、簡単にご説明しますが、まず③の施策の概要

のところをご覧いただきたいと思います。 

生産性向上に資する設備導入等の取組を進める医療機関等を対象として、給付金を支給

し、生産性向上や職場環境整備等を図るものでございます。 

対象となる医療機関は、病院、有床診療所、無床診療所、歯科も含みます。 

あとは訪問看護ステーションで、給付金の額につきましては、病院や病床 5床以上ある有

床診療所につきましては、１床当たり 4万円。その他の診療所や訪問看護ステーションにつ

きましては、1施設当たり 18万円となっておりまして、その範囲内で、経費相当分の 10割

を支給しております。 

この給付金の要件としましては、ベースアップ評価料算定期間に限るとされておりまし

て、具体的には令和 7年 3月 31日時点で、厚生局にベースアップ評価料の届出を行ってい

る医療機関等に限定をされております。 

この給付金を活用することで、生産性向上のための取組を幅広く行うことができ、例えば

ＩＣＴ機器の導入による業務の効率化、また、タスクシフト／シェアによる業務の効率化、

さらには給付金を活用して、さらなる賃上げを行うこともできるなど、生産性向上のための

取組を幅広く行うことができるものです。 

下の④の、施策のスキーム図に記載されていますとおり、この給付金は、医療機関が道に

交付申請をし、道が国からの交付決定を受けて、医療機関に交付するという流れになってお

ります。これまでの事業の進捗状況について、資料には記載がないですが、口頭で簡単にご

報告したいと思います。 

道におきましては、給付金の申請期限を 3 回に分けて実施しました。1 回目が 9 月 26 日

締切、2回目が 12月 26日、3回目がつい先日 1月 23日を締切にしました。 



3回に分けて実施しまして、申請を受け付けた都度、未申請の医療機関に対して、改めて

郵送して、申請漏れが無いか周知しながら進めてまいりました。 

そこで、第 3回目を締め切った時点での、今現在の進捗状況についてでございますが、医

療機関分につきましては、対象となる医療機関が全部で 1,565 医療機関あります。そのう

ち、申請書を受理した件数が、1,366 件です。先週の末、金曜日時点での数字になります。 

このうち、支給決定済みなのが 1,166件となっておりまして、申請があった医療機関のう

ち、割合でいきますと 85.4％に、支給決定をしているところでございます。 

今後、申請があったすべての医療機関への支出を進めてまいりたいと考えております。 

続きまして、資料の 2枚目、似たような資料になるのですが、こちらについては令和 7年

度補正予算案 200億円と書かれている資料でございます。 

これは昨年の 12月、国が医療介護支援パッケージとして示しました、今年度の補正予算

案の資料で、資料は予算案となっておりますが、すでに補正予算は可決成立しておりますの

で案は取れております。 

今年度の補正予算ということになっておりますけれども、国では実は、来年度に繰り越す

ということを想定しております。 

この施策の名称については、現時点で医療分野における生産性向上に対する支援となっ

ており、今年度すでに実施している事業と同じような名称になっていますけれども、中身は

かなり異なっているので、簡単にご説明したいと思います。 

③の施策の概要をご覧いただきたいと思います。対象となる医療機関が行う取組として、

1つに、業務効率化・職場環境改善に関する目標値を設定するということがあります。 

この目標値というのは、例えば、残業時間を昨年度に比べて何％以上を減らすなどの、定

量的で具体的な目標を設定するということが求められております。 

この目標値というのは、3年間の業務効率化計画というものを作成してその計画の中に盛

り込むということが、今のところ国の方では想定しているものです。 

次に、取組の進捗管理を行う業務効率化推進委員会、仮称ではありますけれども、こうい

った委員会を設置することが要件としてあります。この委員会は、院長の先生方など、管理

者が委員長となりまして、経営者層が、業務効率化のＰＤＣＡサイクルを主導していくとい

うことが想定をされております。 

また、対象となるのが、病院と記載されております。診療所は対象とならないという点が、

今のところの想定でございます。今年度の給付金とは大きく異なるところかと思っており

ます。 

このように、組織的に対応した上でＩＣＴ機器の導入などの取組を行い、概ね 3年後に国

に実績を報告して評価を受けるということになっております。長期的なスパンで考えると

いう制度になっております。 

総事業費についてですが、1病院当たり 1億円まで認められております。ですが、給付金

のように 10割給付されるのではなく、事業者負担が 5分の 1発生します。 



補助金としては 5分の 4補助ということになりますので、補助の上限としましては 8,000万

円ということになります。 

また、ここに書かれているもの以外にも、国がいろいろ示してきている、想定されている

要件としては、例えば令和 8 年 4 月 1 日現在でベースアップ評価料を届け出ていること、

こういった要件が示されるのではないかと思っております。 

また、国の求めに応じまして、業務効率化に関するデータの提出に応じなければいけない

などの要件もついてくることが想定をされております。 

次、⑤番、施策の実施スケジュールについてですが、ここには予算成立後速やかに実施と

されておりますが、先ほどもお話したとおり、来年度に繰越して実施することを国は想定し

ております。 

今後、2月中になりますが、国から、事業の活用意向調査が行われる予定になっておりま

す。そこで手を挙げていただいて、年度が明けてから、国の方が対象病院を選定するという

流れになることが想定をされております。 

このように今年度の給付金と比較しますと、随分様変わりしたものとなっておりまして、

実施したい病院が手挙げをして、国が選定して、3年かけてしっかりと業務効率化に取り組

むというようなスタイルになっていきます。 

どちらかというとモデル事業のような意味合いが強いと思います。もらえる額について

は非常に大きいですけれども、かなり要件も、厳しく細かくついてくることが想定されます

ので、かなりハードルが高い事業になりそうだというところです。 

道といたしましては、今後、国から示される事業の詳細を把握しながら、必要な対応を行

ってまいりたいと考えております。説明は以上です。 

 

【会長】 

２本、情報提供させていただきましたが、ご質問等ございますか。 

よろしいですか。 

何か言い忘れた等、最後に全体としてございますか。 

それでは、以上をもちまして令和 7 年度第 2 回北海道医療勤務環境改善支援センター運

営協議会を閉会いたします。 

いろいろご意見いただきましてありがとうございました。本日はお忙しい中お集まりい

ただきましてありがとうございました。今後ともよろしくお願いいたします。 


